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6. 地球上の核弾頭全データ
【3】国別詳細

1	 米政府発表の全備蓄核弾頭数4,804発（13年9月現在）は、
戦略・非戦略核の合計4,760発に相当する。 ／ 2　単弾頭化
が完了したものが200基。 ／ 3　単弾頭が250基。W62を置
きかえている。 ／ 4　オハイオ級戦略原潜12隻に搭載。ミ
サイル数は288基（12×24）。原潜数は14隻であるが、常時2隻
はオーバーホール。 ／ 5　12隻×24発射管×4MIRV。12年3
月1日のSTARTデータでは、1,115～1,165と推定される。 ／ 
6　W76－1は2008年10月末から配備が始まった。W76から
の置き換えが続いている。 ／ 7　ストラトフォートレスB
－52H（93機のうちの44機）、スピリットB－2A（20機のうち
の16機）、計60機が任務（核・非核両用）についている。B－2A
は爆弾のみ。警戒態勢は低い。 ／ 8　地中貫通型（1997年11
月に導入）。貫通は6m。B－2Aにのみ搭載。 ／ 9　B－2Aのみ。 
／ 10　B52Hのみ。 ／ 11　常時オーバーホール中の2隻
のオハイオ級原潜のトライデント弾頭48基、192発。数100の
核爆弾と巡航ミサイル。戦略核の7．5％として兵站予備150
発など。 ／ 12　迅速対応戦力も含めて180個がNATO軍
用としてヨーロッパ5か国の6か所の空軍基地に配備（別表
参照）。 ／ 13　米国内に貯蔵。ヨーロッパ配備のものを含
めると計500発がある。トマホークSLCM W80－0弾頭260発
は退役した。

米国（計 ～7,310)
	 核兵器の名称	 　　　　爆 発 力 	 核弾頭数
		  　　　　キロトン

戦略・非戦略核（合計 4,7601）
戦略核（小計 4,260）

【作戦配備（小計1,900）】
　● ICBM（小計450）
  ミニットマンⅢ	 		　　　　    450

 Mk－12A 型（弾頭：W78）	　  335	 2002

 Mk－21 型（弾頭：W87）	        300	 2503

　● SLBM4（小計1,152）
  トライデントⅡ　D5	 		 	 1,1525

 Mk－4 型（弾頭：W76）	        100	　　　  468
 Mk－4A 型（弾頭：W76－1）	   100	   3006

 Mk－5 型（弾頭：W88）	        455	　　　  384
　● 爆撃機搭載核兵器7（小計300）

 核爆弾　B61－7	    可変<1～360	
　　　 　B61－118                   5          1009

　　　　 B83－1　　 	 可変<1,200
 ALCM（弾頭：W80－1）10 	5～150           200

【作戦外貯蔵（小計2,360）】11

	 非戦略核（小計 500）
【作戦配備空軍航空機（小計180）】

核爆弾 B61－3、4	 0.3～170	     18012

【作戦外貯蔵（小計320）】
B61－3、4　　　　　　　　　　　　　　32013

退役（小計 ～2,550）

)

1　10MIRV×46基。STARTⅡが無効になり保持。しかし
削減が続く。液体燃料。2026年まで保持の見込み。／2　
6MIRV×30基。削減する計画。液体燃料。 ／ 3　単弾頭。ロ
シア名トーポリ。道路移動型で固体燃料。09年に2回の発射

（兵器の名称は「NATO命名（ロシア名）」。
ロシア名はすべて（　　）内。）

ロシア（計～8,000)
	 核兵器の名称		 爆 発 力 	 核弾頭数
			  キロトン

戦略・非戦略核（合計 4,335）
戦略核（小計 2,305）

【作戦配備（小計1,583）】
　● ICBM（小計967）
　SS－18 M6、サタン（RS－20）    500～800  	 	4601

　SS－19 M3、スチレトウ（RS－18）       400　　1802

　SS－25、シックル（RS－12M、トーポリ）    800     1173

　SS－27Ⅰ型（RS－12M2、トーポリM）	     800      	604

　SS－27Ⅰ型（RS－12M1、トーポリM）	    800 	     185

　SS－27Ⅱ型（RS－24、ヤルス）	　　　  100　 1326

　SS－27Ⅱ型（RS－24、ヤルス）7　　　 ？        ? 

　● SLBM（小計416）8

　SS－N－18 M1、スチングレイ（RSM－50）   50	      969

　SS－N－23M1（RSM－54、シネバ）	　 100 　32010

　SS－N－32（RSM－56、ブラバ）	 	      100     －11

　？  　   　（ライナー）12　　　　     －     － 

　● 爆撃機搭載核兵器（小計200）
　核爆弾
　ALCM（弾頭：AS15A、B）	 	 250	　　 20013

		
　SRAM（弾頭：AS16）

【作戦外貯蔵（小計722）】

非戦略核（小計 2,030）
【作戦配備（小計0）】14

【作戦外貯蔵（小計2,030）】
　● ABM/SAM　（小計425）
　ガゼル（53T6）　　　　　　　    10	    　 6815

　SA－10、グランブル	 	
low	 	340　SA－12、グロウラー

　セパル（レダト）　　　　　　　500　  　17
　● 空軍航空機（小計730）
　核爆弾/ASM AS－4、キッチン　	1000	　　73016

　/SRAM AS－16
　● 海軍用戦術核（小計700）
　核爆弾	
　ASM　AS－4、キッチン	 	 1000	

	
700

　SLCM	 	200～500
　対潜核兵器、SAM、核魚雷、核爆雷
　● 地上発射（小計174）
　SS－21、スカラブ（トチカ）　      low         150
   SS－26、ストーン（イスカンデル）　low           24

退役（小計 ～3,650）

)

)

)

700
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東風－3Aは、NATOでの名称はCSS－2。以下、東風－4はCSS－
3、東 風－5AはCSS－4、東 風－21はCSS－5M1、東 風－31はCSS－
10M1、東風－31AはCSS－10M2。巨浪－1はCSS－NX－3、巨浪－2は
CSS－NX－4。
1　運搬手段は配備されているが、弾頭は別に貯蔵。 ／ 2　
188を丸めた。 ／ 3　東風－5A（射程13,000km）、東風－31（射
程7,200km）、東風－31A（射程11,200km）はICBM。他はIRBM。
全て単弾頭。
4　東風－31、31Aの弾頭数は中間値をとって集計。グレゴ
リー・カラーキー（2011年）は155、チャン（2012年）は110と推
定している。 ／ 5　米大陸に届く現有2種類のICBMの1つ。
サイロ型、液体燃料。単弾頭。 ／ 6　移動式、固体燃料。単弾

中国（計～250)
	 核兵器の名称	           爆 発 力 	 核弾頭数
		            キロトン

戦略核（小計 190）
【作戦配備（小計 0）】1

【作戦外貯蔵（小計190】2

　● ICBM/IRBM3（小計～148）4

　ドンフォン（東風）－3A	　    3,300	 8
　ドンフォン（東風）－4	 　    3,300	 12
　ドンフォン（東風）－5A5	　  4～5,000	 20
　ドンフォン（東風）－216	　  200～300	 80
　ドンフォン（東風）－317　  　	200～300?	 8
　ドンフォン（東風）－31A8	　 200～300?	 20
　● SLBM（小計0）
　ジュラン（巨浪）－1	 　　200～300	 09

　ジュラン（巨浪）－210     　 　  200～300?　  　 0
　● 爆撃機搭載核兵器（小計40）
　核爆弾	 	 	 4011

退役及びその他（小計 60）

頭。 ／ 7　移動式、固体燃料。米大陸には届かない。単弾頭。 
／ 8　米大陸に届く現有2種類のICBMの1つ。移動式、固体
燃料。単弾頭だが、ミサイル防衛に備えておとりなどを伴う
と考えられる。 ／ 9　戦略原潜シァ（夏）級（中国名：大慶魚）
に搭載の予定。12発射管。07年は12発と推定されたが、08年
には0と推定。一度も使われることなく退役すると予想され
る。 ／ 10　新世代原潜ジン（晋）級（094型）に搭載する計画
進行中だが、数回の発射テストに失敗。中国の戦略原潜は戦
略抑止パトロールを一度も行っていない。東風－31の変型と
考えられるが、単弾頭らしい。晋級は2隻就役（出典：CRSレ
ポート、2011年6月8日）。 ／ 11　ホン（轟）－6（NATO表示：
B－6）100～120機のうちの20機。キャン（強）－5のうちの20機
程度が核任務を持つと推定。米国防総省は200～500発の巡
航ミサイルDH－10のうち、一部が核（空中発射）と推定。

1	 ランフレキシブル戦略原潜は08年1月に退役。10年9月20
日、M51を配備したル・テリブルが就航し、4隻体制になった。
うち1隻が抑止パトロールに就いている。 ／ 2　4隻の戦略
原潜のうち3隻に配備。3隻×16発射管×（4～6）MIRV。 ／ 　
3　フランス語で「艦対地戦略弾道ミサイル」の頭文字。 ／ 
4　M45に替わる新型。現在はすべてM51。ル・テリブルは、
10年1月27日、7月10日に発射テスト。13年5月5日、ビジラン
からの発射テスト失敗。 ／ 5　フランス語で「空対地中距
離改良型ミサイル」の頭文字。 ／ 6　ミラージュ2000N、ラ
ファールF3各20機にASMP－A搭載。1機あたり1弾頭。弾頭
は40と見積もられる。 ／ 7　平時においては、唯一の空母ド
ゴール（原子力）には、核兵器は搭載されていない。空母艦載
機ラファール海軍型に搭載のためのASMP－Aは陸上に配
置。 ／ 8　オーバーホール中、ないし解体待ちのSLBM、及
び爆撃機搭載核兵器、各5発と推定。

1　2010年5月26日、英政府は将来225発を超えず、作戦に供
する弾頭数は160発以下と発表。 ／ 2　バンガード級戦略原
潜4隻に搭載。常時1隻のみパトロール。 ／ 3　弾頭は、米国
のW76に類似だが英国産。06年12月発表の英政府「ファクト
シート」は、パトロール中の原潜は最大48個の弾頭を持つの
で、その3隻分（144個）より16発多い弾頭数を作戦配備とす
る。

英国（計 225)1

	 核兵器の名称	 爆 発 力 	 核弾頭数
		  キロトン

戦略核（合計 225）
【作戦配備（小計 160）】

　● SLBM2

　トライデントⅡ　D5	 100	 1603

【作戦外貯蔵 ( 小計 65）】

フランス（計 300)
	 核兵器の名称	 爆 発 力 	 核弾頭数
		  キロトン

戦略核（小計 290）
【作戦配備（小計 290）】

　● SLBM1（小計240）2

　MSBS3　M514（弾頭：TN75）     100        240
　● 爆撃機搭載核兵器（小計40）	　　	
　ASMP5－A（弾頭：TNA）     可変～300     406

　● 空母艦載機用核兵器（小計10）
　ASMP-A（弾頭：TNA）	　　可変～300	 107

【作戦外貯蔵（小計 ～10）8】

テスト（4月20日、12月10日）。 ／ 4　単弾頭。サイロ型。軌道
を変更できる弾頭もある。 ／ 5　トーポリMの移動型。新
しいカモフラージュ。 ／ 6　RS－24という新型名で08年11
月26日に試射成功。移動型。推定4MIRV×33。10年7月19日
にポポフキン国防省第1次官が初配備されたと発表した。 
／ 7　サイロ型。 ／ 8　搭載原潜は、デルタⅢ級2隻、デル
タⅣ級6隻。核ミサイルを搭載しないが、タイフーン級3隻も
残っており、発射テストに使われている。 ／ 9　デルタⅢ
級戦略原潜2隻に搭載。2隻×16発射管×3MIRV。10年10月
28日に発射テスト。 ／ 10　デルタⅣ級戦略原潜6隻に搭
載。ただし2隻がオーバーホール中のため配備弾頭数は5隻
×16発射管×4MIRV。10年8月6日、10月28日に発射テスト。
10MIRVの能力があるとの情報もある。 ／ 11　6MIRVと
推定される。08年9月、潜水発射に成功。しかし、09年は2回発
射テストに失敗。10年10月7日、10月29日、更に11年6月28日、
8月27日、12月23日、発射テストに成功。新型のボレイ型原潜
に配備。 ブラバは開発中で、14年に作戦配備の予定。／ 12
　9～12MIRVを開発中。11年5月20日、9月29日に発射テス
トに成功。 ／ 13　ベアH6（Tu－95MS6）29機、ベアH16（Tu
－95MS16）30機、ブラックジャック（Tu－160）13機の計72機の
うち60機に搭載。ベアH6は1機あたりAS15Aまたは核爆弾を
6個（計174個）、ベアH16は1機あたりAS15Aまたは核爆弾を16
個（計480個）、ブラックジャックはAS15BまたはAS16、または
核爆弾を12個（計156個）搭載する。基本的に貯蔵されており、
航空機に配備されていない。2つの基地に数100の弾頭を配備
と見積もる。 ／ 14　ロシアの戦術核は全て中央貯蔵され
ていると申告された。 ／ 15　ゴーゴン・ミサイルはABM
任務からはずされた。 ／ 16　バックファイヤー（Tu－22）、
フェンサー（Su－24）、フルバック（Su－34）に搭載。
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6. 地球上の核弾頭全データ
【3】国別詳細（続き）

1　核弾頭は配備されずに貯蔵されているとみられる。 ／　 
2　98年5月の核実験の地震波からの推定値。インドは、最高43
キロトンの爆発を主張している。 ／ 3　いずれも通常任務を
持つ。中距離弾道ミサイル24基（アグニ1：12基、アグニ2：12基）、
短距離弾道ミサイル30基（プリトビ1）とみなし、全て単弾頭な
のでミサイル搭載の核弾頭数を54と推定した。残りを航空機搭
載と見積もる。 ／ 4　ミラージュ2000H（バジュラ）48機、ジャ
ガーIS/IB（シャムシャー）76機のいくつかが、核任務をもつと推
定される。 ／ 5　プリトビ1（射程150km）が配備ずみ。アグニ
1（射程700km）は、10年春、発射テストに成功し、配備済み。アグ
ニ2（射程2,000km）は、11年9月26日、13年4月7日に発射テストに
成功し、配備済み。アグニ3（射程3,000km）は、13年12月23日に6回
目の発射テスト。アグニ4（射程3,500km）は、14年1月20日、アグ
ニ5（射程5,000km）は、12年4月19日、13年9月15日に発射テストに
成功。ダヌシュ（射程350km、プリトビ2の海軍版）、13年11月23
日に発射テスト。プリトビ2は、10年3月27日、6月18日、11年6月9
日、13年8月12日に発射テスト。プリトビ3（サガリカ、射程300～
700km）を開発中で13年9月15日発射テスト。

1　核弾頭は配備されずに貯蔵されているとみられる。 ／ 2　98年
5月の核実験における地震波からの推定値。 ／ 3　準中距離弾道ミ
サイル30基（ガウリなど）、短距離弾道ミサイル30基（ガズナビ、シャ
ヒーン1）とみなし、全て単弾頭なので、ミサイル搭載の核弾頭数を
60と推定した。残りを航空機搭載と見積もる。 ／ 4　米国製F16A/
B32機、ミラージュⅤのいくつかが核任務をもつと推定される。11年
3月、老朽化したミラージュⅤの後継として18機のF16C/Dを配備。 
／ 5　ミサイルの核能力ははっきりしない。ガズナビ（ハトフ3、射
程400km）、シャヒーン1（ハトフ4、射程450km）、ガウリ（ハトフ5、射
程1,200km）の配備が確認されている。12年5月10日、14年4月22日に
カズナビ（ハトフ3）、13年4月10日にシャヒーン1（ハトフ4）の、12年
11月28日にガウリ（ハトフ5）の発射テスト。シャヒーン2（ハトフ6、
射程2,000km）を開発中で、08年4月19日、21日に作戦配備準備の発射
テスト。11年3月、12年3月5日、13年2月15日、アブダリ（ハトフ2、射程
180km）、11年4月、12年5月29日、13年2月11日、11月5日にナーシュ（ハ
トフ9、射程60km）の発射テストに成功。 ／ 6　巡航ミサイル・バー
バー（ハトフ7、射程600km）、ラ・アド（ハトフ8、射程320km）を開発
中。前者は、11年2月10日、12年9月17日、後者は、07年8月25日、08年5
月8日、11年4月29日、12年5月31日に発射テスト。

1　79年9月22日、南アフリカ近海の南インド洋はるか上空
で、秘密裏に核実験が行われたとの説がある。 ／ 　2　100
～200発分相当のプルトニウムを生産したが、核弾頭数は、運
搬手段数や米諜報機関の分析から推測。 ／ 3　核弾頭と運
搬手段は分離して保管しているとみられる。運搬手段ごと
の弾頭数は、SIPRI（2012）による推定。 ／ 4　米国製F16A/
B/C/D（ファイティング・ファルコン）205機、同F15E（ストラ
イク・イーグル、イスラエルではF15I・ラアムと呼ぶ。）25機
の一部が核任務を持つと推定される。 ／ 5　ジェリコ1（射
程1,200km）、同2（射程1,800km）が配備されている。11年11月2
日、ジェリコ3（射程4,000km以下）と見られる発射テストに成
功。

1　過去3回の核実験をしている。06年10月9日の核実験の
推定値は1キロトン以下。09年5月25日の2回目は数キロト
ン程度、そして3回目（13年2月12日）は、2回目の3倍程度と
みられる。プルトニウム保有量については未分離を含め
て40～60kg（核弾頭8～12個分）と推定されている（オルブ
ライトらの数字から推定）。 ／ 2　ノドン（射程1,300km）
は核搭載可能。50基以下配備。テポドン1（射程2,000km）、
テポドン2（射程5,500km以上）は未配備。テポドン2には3
段式（推定射程15,000km）のものも開発されている。09年4
月5日、12年4月13日衛星発射を意図した飛翔体の発射実験
を行ったが、失敗したとみられる。12年12月12日、衛星打ち
上げに成功したとみられる。 ／ 3　米国防総省は、単段式
ムスダン（射程3,200km以上）が存在すると分析している

（「2012年 北朝鮮の軍事・安全保障報告書」による）。

インド（計 90～110)
	 核兵器の名称	 爆 発 力 	 核弾頭数
		  キロトン

兵器化の確証なし1	 5～252    90～110
運搬手段 3

　● 航空機4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   36～563

　● 短・中距離ミサイル5　　　　　　　　　　　　　　　    543

パキスタン（計 100～120)
	 核兵器の名称	 爆 発 力 		  核弾頭数
		  キロトン	

兵器化の確証なし1	 5～102	 	 100～120
運搬手段3

　● 航空機4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  40～603

　● 短・中距離ミサイル5　　　　　                                  603

　● 巡航ミサイル6

北朝鮮（DPRK)
	 核兵器の名称	 爆 発 力 		  核弾頭数
		  キロトン	

兵器化の
確証なし	　　　　　< 数キロトン1　　 <10

　 運搬手段
　● 中距離ミサイル2、3

イスラエル（計 80)1

	 核兵器の名称	 爆 発 力 		  核弾頭数
		  キロトン	

米国の推定2　　　　	 	 　　　　　 80
運搬手段3

　● 航空機4　　　　　                                                            303

　● 中距離ミサイル5　　　　　                                        503

　● 砲弾･ 地雷
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【4】国別詳細（核兵器依存国）

2014年8月

日本
◆「平成26年度以降に係る防衛計画の大綱」
（13年12月17日）
　「防衛計画の大綱」は、日本の防衛政
策の基本となる文書である。その基本
方針の章に、次の一文がある。
「核兵器の脅威に対しては、核抑止力
を中心とする米国の拡大抑止は不可
欠であり、その信頼性の維持・強化の
ために米国と緊密に協力していくと
ともに、併せて弾道ミサイル防衛や
国民保護を含む我が国自身の取組に
より適切に対応する。同時に、長期的
課題である核兵器のない世界の実現
へ向けて、核軍縮・不拡散のための取
組に積極的・能動的な役割を果たし
ていく。」

◆「日米安全保障協議委員会共同発表」
（13年10月3日）

　13年10月3日の日米協議（東京）に
おいて、「より力強い同盟とより大き
な責任の共有に向けて」と題する合
意文書を発表した。その「概観」にお
いて、次のように確認した。
「米国政府は、核及び通常戦力を含
むあらゆる種類の米国の軍事力に
よる、日本の安全に対する同盟の
コミットメントを再確認した。」

NATO非核兵器国
◆同盟の戦略概念（10年11月19日）　
　最新のNATO戦略文書は、2010年
11月19日、リスボンで開かれたNATO
サミットにおいて99年4月以来、11年
ぶりに採択されたものである（本イア
ブック11年版・資料3－3（292ページ））。
＊第18節
　その第18節は、米国、英国、フランス
の核戦力がNATO全体の抑止力になる
と次のように述べている。これは99年
の第62節とほぼ変化がない。
「同盟国の安全保障に関する最高の
保証は同盟の戦略核戦力、とりわけ
米国の戦略核戦力によって与えら
れる。英国及びフランスの独立した
戦略核戦力は、それぞれ独自の抑止
任務を持つものであるが、同盟全体
としての抑止と安全保障にも貢献す
る。」
＊第19節
　第19節には、同盟国が核抑止力の維
持のために参加する必要性、いわゆる
核分担の義務が記されている。これは、
99年の第63節とほぼ同じである。
「核任務に関する集団的防衛計画の
立案、平時における核戦力基地の設
置、及び指揮・統制・協議体制への、同
盟国の可能な限り広い参加を確保す
る。」
＊戦略以下の核兵器について
　99年「戦略概念」第64節の戦略以下の
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核兵器についての記述は、2010年の「戦
略概念」からはなくなった。しかし、全
米科学者連盟（FAS）核情報プロジェク
トの調査では、今でも150～200発の米
国の戦術核兵器が5か国（ベルギー、ド
イツ、イタリア、オランダ、トルコ）の空
軍基地に配備されている。

オーストラリア
◆「国防白書」（2009年5月2日）
　最新のオーストラリアの国防白書
は、2009年5月2日に9年ぶりに出され
た「国防2009―アジア太平洋の世紀に
おいてオーストラリアを防衛する：戦
力2030」である。その「米豪同盟と我が
防衛」で、拡大抑止の必要性が確認され
ている。
＊6.33節　我々の直接的な防衛に
とって同盟が意味するものは、諜報と
技術におけるパートナーシップとい
う同盟の核心にある連携した能力が
利用できるということである。これに
よって、我々の直接の近隣、およびそ
れを超えたところにおける我々の戦
略的能力を支えることができる。これ
は我が安全保障にとって掛け替えの
ないものである。
＊6.34節　これは同時に、核兵器が存
在する限りオーストラリアに対する
核攻撃を抑止するために米国の核戦
力に依存することができることを意

味する。歴代の政府の下でオーストラ
リアの国防政策は米国との同盟にお
ける拡大抑止によって得られる防護
の我が国にとっての価値を認知して
きた。この防護は安定感と信頼感のあ
る安全の保証を与え、オーストラリア
がさらに重大で高価な防衛選択肢を
考慮する必要性を長年にわたって排
除してきた。」

カナダ
◆「北米航空宇宙防衛司令部（NORAD）」
協定
　カナダと米国が1958年5月12日に署
名。06年5月12日に改定された。改訂さ
れたNORADの役割は縮小されたが、米
国の核抑止力の一部としての役割は続
く。カナダはその抑止力の恩恵にあず
かる。新協定の前文に次の認識が書か
れている。
「軍備削減協定にもかかわらず、今な
お保有核兵器は大量であり、北米大
陸を攻撃できる戦略弾道ミサイル、
巡航ミサイル、あるいは長距離爆撃
機によって運搬できることを認識
し、…」

データ
シート

6. 地球上の核弾頭全データ
【4】国別詳細（核兵器依存国）（続き）
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韓国
◆アメリカ合衆国と大韓民国の同盟の
ための共同ビジョン（09年6月16日）
　ワシントンで開催された米韓首脳会
談における共同ビジョンにおいて、以
下のことを再確認している。
「米韓同盟は、21世紀の安全保障環
境の変化に適応している。我々は両
国の安全保障上の利益を守るべく同
盟能力に支えられた強固な防衛態勢
を維持し続ける。米国の核の傘を含
む拡大抑止に対する継続的な誓約は
このような保証をさらに強化するも
のである。同盟再編に向けた二国間
計画を進めるにあたって、大韓民国
は、朝鮮半島ならびに地域内、さらに
は地域を超えて、永続的で有能な米
軍のプレセンスによる支援のもと、
自国の共同防衛における主たる役割
を担うこととする。」

◆第45回米韓安保協議会議共同コミュ
ニケ（13年10月2日）
　1968年以来毎年開催される国防長官
を長とする「米韓安保協議会議」の共同
コミュニケで「核の傘」が確認されてき
たが、最新の13年10月2日（ソウル）のも
のは、次のように表現している。
「国防長官は、米国の核の傘、通常攻
撃、及びミサイル防衛能力を含むあ
らゆる軍事能力を使用して、韓国に
対し拡大抑止を提供し、強化する継
続的な米国のコミットメントを再確
認した。」

（表注）※PA－200は、米独伊共同開発の戦闘爆撃機で、「トルネード」と通称される。

欧州配備の米核爆弾 2014年8月

国名 基地 搭載機
（所属国）

核爆弾の数
計米国

分担
受入国
分担

ベルギー クライネ・ブローゲル F－16(ベルギー) 0 20 20
ドイツ ビュヒェル PA－200(独)※ 0 20 20

イタリア
アビアノ F－16C/D(米) 50 0 50
ゲディ・トーレ PA－200(伊)※ 0 20 20

オランダ フォルケル F－16(蘭) 0 20 20
トルコ インジルリク F－16C/D(米) 50 ０ 50

合計 100 80 180
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　英国の核兵器政策を左右するスコットランドの独立住民
投票を巡る動きが本格化している。2013年11月26日、スコッ
トランド自治政府のサモンド首相※は、独立国家としての構
想をまとめた670ページにわたる白書「スコットランドの未
来」※を発表した。英通貨ポンドの継続使用のほか、EUと北
大西洋条約機構（NATO）加盟の維持、国防軍や「スコットラ
ンド放送局」※の設置、そして英国の核兵器の撤去などを明
記した。独立住民投票の実施日は14年9月18日、独立の日は16
年3月24日とされている。
　この問題は、12年10月15日、英国のキャメロン首相とス
コットランドのサモンド首相が、エジンバラで会談し、ス
コットランド独立の是非を問う住民投票実施のための合意
文書（エジンバラ合意）に署名したことで本格的に動きだし
た。エジンバラ合意と併せて確認された「合意覚書」によっ
て、住民投票の原則、時期、投票に付される設問、投票権、投票
管理委員会の役割が位置づけられ、スコットランド自治政
府の「政令」によって、投票は独立の賛否を問う簡潔な設問に
よる二者択一式とすることが規定された。
　1998年、スコットランド出身のブレア首相の下で、英国議
会は「1998年スコットランド法」を制定し、同法に基づき翌99
年に、スコットランド自治政府と議会（1院制）が発足した。同
法により、英国政府および議会から、スコットランド自治政
府および議会に、憲法、外交・安全保障、国家財政、社会保障等
を除く権限が英国から移譲された。
　スコットランドでは、07年の議会選挙において、「核兵器

C9. 「非核スコットランド」なるか 
―独立住民投票へ向けた攻防

※www.scotland.gov.uk/Publi
cations/2013/11/9348

※役職の正式名称は「第1大臣
（first minister）」。自治政府にお
ける首相を意味する。

※Scottish Broadcasting 
Service（SBS）。スコットランド
BBCのスタッフ及び施設を基礎
に設置するとされた。
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のないスコットランド」や、英国からの自主独立路線を掲げ
るスコットランド国民党（ScottishNationalParty=SNP。「ス
コットランド民族党」とも訳される）が勝利し、緑の党との
連立政権が発足した。
　SNP政権は、07年10月にグラスゴーで、「トライデント・
サミット」を開催し、英国の唯一の核兵器である潜水艦発射
弾道ミサイル「トライデント」※の撤去を求める方針を鮮明
にした。同サミットに先立ち、サモンド首相は、核不拡散条
約（NPT）締約国に書簡を送り、英国によるトライデント更
新計画への反対を表明するとともに、NPTにオブザーバー
参加できる地位を要請した※。
　11年の議会選挙で、SNPは「英国からの独立」を大きく公
約に掲げ、全129議席の過半数を占める69議席を獲得し、政
権の基盤をより強固にした。
　スコットランドにおける世論調査では、独立への賛否は
変遷してきた。12年10月5日付の結果※では、独立「賛成」が
28%、「反対」が53%であったが、次第に差が縮まってきてい
る※。まだ意思決定を行っていない人々が14年9月の投票の
際にどのような判断を下すかによって、スコットランドの
独立が実現するか否かが決まることがうかがえる状況に
なっている※。
　スコットランドの独立を望まない英国のキャメロン政権
は、スコットランドが英国にとどまる利点をアピールして
おり、キャメロン英首相の報道官は「英政府がこれまで表明
してきたように、共通通貨の継続は非現実的だ」と述べてい
る。
　一方、SNPは、12年10月18日の党大会において、過去30
年にわたり掲げてきた、「反NATO」の立場を変更し、独立後
もNATOに留まるという方針を僅差で決定した。完全な主
権国家として独立を具体的に描く上で、理想を掲げつつ、よ
り現実的な外交安保政策を選択しようとしている。住民投
票をめぐる英国政府とスコットランド自治政府の駆け引き
が続く中、独立を問う住民投票が実施される。

※14年3月23日 付 の 調 査 結 果
では、「賛成」が39%、「反対」が
46%、「わからない」が15%とな
った。ICMリサーチ社、有効回答
数1010人。

※データシート6（123ページ）。

※『核兵器・核実験モニター』第
292号（07年11月15日）。

※TNS-BMRB社 に よ る 調 査 結
果。有効回答数995人。

※14年3月23日付「スコッツマ
ン」は、同日の世論調査を受け、「独
立住民投票の賛成と反対の間のギ
ャップが狭まってきた」と報じた。
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　多くの民間人被害を生み出してきた無人機攻撃につい
て、国連人権理事会は2013年1月に初めての調査を2人の特別
報告者に依頼し、同10月、2つの調査の中間報告が公表され
た※。
　軍事用の無人機導入の動きは急速に広がっている。無人
攻撃機を保有しているのは現在、米英とイスラエルだが、仏
独も調達を進め、中国も開発と訓練を始めている※。日本も、
高高度無人偵察機グローバルホーク（攻撃能力はない）の15
年度導入を目指して、3機を購入する方針を決めた※。
　米軍は、少なくとも18機種、約7500機の無人機を保有して
いる※。米本土等から遠隔操作で行われる無人機攻撃は、事
前の諜報活動によって攻撃対象の行動を把握して行われる
ピンポイント攻撃である。操縦者に加え、モニターの映像を
分析するセンサー・オペレーター（SO）、地上からの情報を含
めて作戦の全体状況を把握する情報調整官が一つのグルー
プとなって運用する※。01年の米同時多発テロ以降に無人
機攻撃を本格化させた米国は、軍事費削減を迫られる中で、
地上軍投入より「安上がり」で自軍の人的被害も生まないた
め多用するようになった※。
　無人機攻撃による市民の犠牲は、後を絶たない※。誤爆や
巻き添えによる被害も多発しているが、より本質的な原因
は操縦者やSOが現場にいないという兵器の特性にある。
SOがモニターの映像のみから民間人と戦闘員との区別を行
うのは容易ではない上、自軍の犠牲を生まないため、より安
易に攻撃に踏み切る危険性がある。米政府は「無人機攻撃は

C10. 無人機攻撃に国際法規制を
　―国連特別報告者が中間報告

※資料3－14（328ページ）。最
終報告は、14年に国連人権理事
会へ提出される予定である。

※谷口長世「無人機への国際的規
制は可能か」、『世界』13年12月
号参照。

※米議会調査局（CRS）報告『米
国の無人航空機システム』、12
年1月3日更新。無人攻撃機の一
例を紹介すると、プレデターを改
良した最新型のMQ-9リーパー
は、最高高度約１万5000m、運
用高度約3300 〜 7600m、最
長飛行時間32時間、最長航続距
離約3700kmに及び、空対地ミ
サイルを最大16基搭載できる。

※「中期防衛力整備計画（平成26
年度～平成30年度）について」、 
13年12月17日。

※操縦者らは殺害現場をモニタ
ーで見ることになるため、心的外
傷後ストレス障害（PTSD）を患
う事例がある。P・W・シンガー

『ロボット兵士の戦争』（NHK出
版、2010年）参照。

※米軍は、アフガン、パキスタン
北西部、イエメン、最近ではソマ
リアでも無人機攻撃を実施して
いる。

※例えば、イエメンでは12年9
月、攻撃対象の車を狙った無人機
のミサイルが後続のバスに命中
して、子どもを含む民間人10数
名が死亡した。「朝日新聞）、13
年10月19日。
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国内外の法的義務を満たしている」としており、オバマ大統
領は「米国人にとって差し迫った脅威」と認定した人物に対
して、拘束が困難な場合に限って使用するとの方針を表明
した※。だが、その運用や被害の実態はほとんど明らかにさ
れていない。
　そうした中、2つの中間報告は今後の法的規制へ向けた課
題を指摘した。英国の弁護士であるベン・エマーソン氏は、
民間人被害の事例を調査し、死者数をパキスタンで400〜600
人、アフガンで58人、イエメンで21〜58人と推計した※。エ
マーソン報告は、国際人道法の原則に従って使用されるな
ら、無人機は「武力紛争における民間人被害のリスクを軽減
することができる」としながら、「現時点で明白な国際的合
意のない数多くの法的な論点が存在する」と指摘し、国家間
の合意を追求する必要があるとしている。米国に対しては、
国外での「対テロ作戦」に関する情報や無人機攻撃による民
間人被害のデータを公開するよう勧告した。
　国際法の枠組みとの関わりから分析した南アフリカの法
学者クリストフ・ヘインズ氏もまた、無人機は「それ自体と
しては違法な兵器ではない」とする。その上で、国際法上の

「武力紛争」において行われる限り、無人機攻撃にも国際人
道法に基づく諸原則が適用されるとする。一方、「武力紛争」
と言えない非国家主体への攻撃の場合には警察的及び司
法的な手続きによらない「生存の剥奪」を厳格に禁じる国際
人権法の諸原則が適用されなければならない、とする。そし
て、安保理による監視の強化、無人機を使用する国家が法的
根拠と運用実態を明らかにすること、無人機攻撃を行った
国は安保理に報告すべきこと、などを勧告している。
　2つの中間報告が指摘するとおり、国際法規制の構築を目
指す上で、まずは運用実態の解明が不可欠である。市民社会
の努力も行われている※。また、2つの報告書の趣旨を踏ま
えれば、現在の国際法においても、法的手続きを経ずに「テ
ロリスト」を殺害する米国主導の「対テロ」作戦そのものの
問題性が問われなければならない。

※リビア、イラク、ソマリア、パレ
スチナ自治区のガザでも調査が行
われた。

※13年5月23日 に 国 防 大 学
で行った演説。ホワイトハウス
HPの「BRIEFING ROOM」か ら

「Speechs & Remarks」に進み、
日付で検索。

※ヒューマン・ライツ・ウォッチ
報告書 "Between a Drone and 
Al-Qaeda"、アムネスティ・イン
ターナショナル報告書 "Will I Be 
Next? " 等。ともにHPに報告書。


